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自己紹介

• 名前：金子 雅明 （かねこ まさあき）

• 所属：東海大学情報通信学部経営システム工学科

• 職位：准教授

• 専門分野：TQM，医療質・安全，BCP/BCMS
• 所属学会

• 日本品質管理学会，日本経営工学会，経営情報学会，医療の質・
安全学会，日本医療マネジメント学会等

• 外部活動
• 品質マネジメントシステム規格国内委員会・ISO 9000/9001改訂準
備検討WGメンバー，超ISO企業研究会副会長，一般財団法人海外
産業人材育成協会（AOTS）・PQPSコース副ディレクター兼講師，
PQM＆EPQMコース指導講師，日科技連・品質管理ベーシックコー
ス講師＆班別指導講師，デミング賞審査委員会委員，JAB/MS研究
会WG1主査など
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WG1メンバー
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氏名 所属・役職

1 金子 雅明 東海大学 情報通信学部 経営システム工学科 准教授

2 山田 秀 慶應義塾大学 理工学部 管理工学科 教授

3 河野 直 慶應義塾大学 理工学部 管理工学科

4 小山 義正 慶應義塾大学 理工学部 管理工学科

5 齊藤 信吾
中央労働災害防止協会 認証事業執行責任者 安全衛生マネジメントシステム
審査センター 所長

6 田辺 邦浩 公益財団法人 日本適合性認定協会 技術部 主幹

7 古谷 由紀子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 監事

8 牧野 睦子 公益財団法人 日本適合性認定協会 事業企画部 次長

WG1の目的

• MS認証制度が社会で実際にどの程度，
活用されているのか？

• MS認証制度の価値を高め，社会における

活用を活性化するためにはどうすればよい
のか？

• 品質，労働安全衛生のマネジメントシステムを
対象
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報告内容
• 1. 「品質」における活用の活性化の効果把握

• ISO 9001の活用モデルと，過去の調査結果

• 活性化の方向性と調査対象・領域

• 調査内容の設定

• 調査結果

• 2. 「労働安全衛生」の価値向上とその実態把握
• 労働安全衛生の価値の列挙

• 価値の因果連鎖の構築

• 調査対象と調査内容の設計

• 調査結果

• 3. まとめと今後の課題
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1. 「品質」における活用の活性化の効果把握

©2021 JAB 6



社会における活用モデル
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提供組織 顧客組織
消費者・
社会

供給者

材料の供給 製品の供給 製品の
供給顧

客

・認知度向上
・信頼性，
イメージ向上
・良質な品物が
入手可能

・購入の促進

・供給者としての
存在価値の向上
・新規／継続注文
の獲得・増大

・供給者の選定
の質／効率向上
・供給者管理／
購買管理業務の
簡素化，質向上

・他社の能力証明
としての活用

・伝達，訴求

・企業査定の質
向上，効率化

・伝達，訴求
融資・保険
商品の提供

・保険料の割引
・円滑な資金調達

行政 投資家

・政策の社会にお
ける促進・浸透化
・政策効果の評価 投資先選定の

効率化，質向上

活用の実態調査から活性化のための施策へ

• MS認証制度活用の意図と効果
• 認証取得の意図

• 認証取得の効果

• 効果が実感できない理由

• 認証取得の外部への伝達
• 外部伝達での活用方法

• 外部伝達の効果

• 効果が実感できない理由

• 購買・調達でのMS認証の活用
• 供給者の選定での活用

• 供給者選定で活用しない理由

• 購買品の受入・定期的な評価での活用

• 業務委託での活用

• 認証取得で得られるメリット、その他
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ISO 9001＆
ISO 14001を対象

に実態調査
（200名程度）

どんな施策を行え
ば効果的か？

※JABシンポジウム資料集：https://www.jab.or.jp/about/ms_symposium/archive.html



過去の調査結果（2018,2019）
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提供組織 顧客供給者

保険会社
銀行

投資家行政 教育機関

業界団体

消費者

大衆

認定機関認証機関

75%程度が効果を実感
65%程度が効果を実感

45%程度が活用
45%程度が活用

75%程度が効果を実感
45%程度が効果を実感

??%程度が活用
60%程度が活用

??%程度が効果を実感
55%程度が効果を実感

75%程度が活用
75%程度が活用

上段：ISO 9001
下段：ISO 14001

30%程度が知っている
25%程度が知っている
（理解がさらに深まれば
好印象可能性の示唆）

45%程度が活用
50%程度が活用
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★

アンケート調査内容(ISO 9001)

Q１．対象の製品やサービスの特定

→食品，耐久消費財，オンラインサービス

Q２．消費者における，QCDのなかのQの位置付けの特定

→Q（quality）,C（cost）,D（delivery）
Q３．Qのなかで重要な要素の特定

→味，安全性，保管性，鮮度 など

Q４．品質を確認する際に重要な情報の特定

→製造組織，販売組織，ブランド，第三者評価

Q５．情報のうち第三者評価のなかで重要な要素の特定

→専門家の意見，口コミ，製品認証，MS認証

Q６．ISO 9001についての情報を与えた後の変化の測定

Q７．施策を実施した後の変化の測定
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アンケート調査内容の例（⾷品）
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Q５. あなたは，Q１で選んだ製品の品質やサービスの質が購入，契約に値

することを確認，判断するために，以下の第三者による評価をどの程度，参
考していますか？それぞれについて，１～５から一つずつ選んでください．

１：
全
く
参
考
に
し
な
い

２：
あ
ま
り
参
考
に
し
な
い

３：
ど
ち
ら
で
も
な
い

４：
あ
る
程
度
参
考
に
す
る

５：
非
常
に
参
考
に
す
る

対象の食品についての専門家，店頭の販売員など購入の相
談に乗れる人の評価

□ □ □ □ □

ウェブサイトなどで公開される口コミ情報，知人の購入情報 □ □ □ □ □

JASマークなど，食品に対する第三者の評価，お墨付き □ □ □ □ □

国際規格，日本国内規格の認証など，生産会社，販売会社
に対する第三者の評価，お墨付き

□ □ □ □ □

Q4:品質を確認する際に重要な情報の特定
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10%

12%

21%

39%

9%

49%

46%

51%

42%

39%

20%

21%

14%

12%

32%

17%

17%

11%

6%

17%

4%

4%

2%

1%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生産組織

販売組織

ブランド

見た目

第三者

食品の参考情報について

非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

30%

24%

38%

28%

52%

55%

47%

45%

11%

12%

9%

17%

7%

8%

4%

9%

1%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造組織

販売組織

ブランド

第三者

耐久消費財の参考情報について

非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

23%

14%

28%

21%

54%

45%

43%

48%

11%

25%

20%

22%

11%

12%

8%

8%

1%

4%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供組織

仲介組織

無料体験

第三者

オンラインサービスの参考情報について

非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない
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• 食品のように購入頻度が高い製品
は，組織についての情報よりも，製
品そのものの情報を重要視する傾
向がある．

• 耐久消費財のように価格が比較的
高い製品は，第三者による情報を
参考にする割合が高くなる．

→購入価格が高く，購入時に品質を
判断しにくい場合に，第三者による情
報が参考にされやすい．



Q4の詳細な分析(オンラインサービス)
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22%

12%

29%

22%

58%

48%

43%

48%

9%

27%

21%

23%

10%

11%

6%

6%

0%

3%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供組織

仲介組織

無料体験

第三者

動画配信サービスの参考情報について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

26%

16%

26%

18%

38%

38%

38%

44%

20%

24%

18%

22%

14%

16%

16%

14%

2%

6%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供組織

仲介組織

無料体験

第三者

音楽配信サービスの参考情報について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

17%

17%

21%

17%

50%

42%

54%

54%

13%

21%

13%

17%

17%

17%

8%

13%

4%

4%

4%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供組織

仲介組織

無料体験

第三者

オンラインゲームの参考情報について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

67%

67%

50%

33%

17%

17%

33%

50%

0%

0%

17%

17%

17%

17%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供組織

仲介組織

無料体験

第三者

オンラインスクールの参考情報について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない
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オンラインサービスの中では，動画配信，オンラインゲーム，音楽配信
など，日常的によく使うサービスよりでは第三者による情報の参照割合
は高くないが，オンラインスクールは全体的に高い割合が示されている

©2021 JAB

11%

15%

13%

11%

40%

38%

46%

45%

26%

28%

27%

29%

17%

14%

11%

11%

6%

5%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門家

口コミ

製品認証

MS認証

食品の第三者評価について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

18%

25%

15%

13%

52%

49%

47%

48%

19%

17%

26%

28%

9%

7%

10%

10%

2%

1%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門家

口コミ

製品認証

MS認証

耐久消費財の第三者評価について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

15%

22%

10%

10%

47%

47%

42%

38%

19%

20%

32%

39%

14%

9%

12%

10%

4%

2%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門家

口コミ

製品認証

MS認証

オンラインサービスの第三者評価につい

て非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない

て

Q5:第三者評価の中で重要な情報の特定
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• 製品，MSの両認証ともに，全体的に50
～60%の方が参考にしたいと回答して
いる．オンラインサービスのMS認証が
50%弱とやや低いのは，当該分野に認
証の利用が広がっていないからかもし
れない．

• 口コミを参考にしたいという割合が高い．
これは，情報の入手のしやすさが関係
しているのではないか．

→認証についても情報を入手しやすくす
れば，活用してもらえる可能性がある．



Q6:ISO 9001についての情報を与えた後の変化

• 「活用したい」と変化した回答者が
25～30%いる．

• その一方，活用したくなくなった回
答者が20%弱いることがわかった
(ある特定の回答者が多い)．
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• ISO 9001の情報を与えた後には，
全体的に参考にしたいという割合
が55～70%の間で高い．

• ただし，オンラインサービスは食品，
耐久消費財より，参照にしたいと
いう回答率がやや低い．

18%

20%

11%

49%

47%

45%

16%

20%

28%

13%

10%

13%

4%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久消費財

オンライン

サービス

ISO 9001認証について
非常に参考にする ある程度参考にする どちらでもない

あまり参考にしない 全く参考にしない 0%

0%

0%

3%

5%

3%

13%

12%

15%

53%

52%

55%

25%

25%

21%

5%

4%

5%

0%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久消費財

オンライン

サービス

回答者ごとの変化

-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5
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※Q6－Q5の値を計算(値がプラスの場
合，情報提供後に「活用したい」に変化)
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食品
Q６

合計
１ ２ ３ ４ ５

Q５

１ 4 3 1 0 0 8
２ 2 20 4 7 1 34
３ 3 9 27 42 6 87
４ 0 6 16 87 27 136
５ 2 1 0 12 19 34

合計 11 39 48 148 53 299

第三者評価の参照度合いと情報提供後の変化(Q5×Q6)
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オンライ
ン

サービス

Q６
合計

１ ２ ３ ４ ５

Q５

１ 4 3 1 1 0 9
２ 0 16 6 7 1 30
３ 1 15 53 43 6 118
４ 1 6 20 75 11 113
５ 0 0 3 10 16 29

合計 6 40 83 136 34 299

耐久
消費財

Q６
合計

１ ２ ３ ４ ５

Q５

１ 1 1 1 1 0 4
２ 2 13 9 4 1 29
３ 2 7 30 37 8 84
４ 0 9 17 89 29 144
５ 1 0 4 10 23 38

合計 6 30 61 141 61 299

1から参照度合
いの増加(%)

2から参照度合
いの増加(%)

3から参照度合
いの増加(%)

4から参照度合
いの増加(%)

食品 50 35 55 20
オンライン
サービス

56 47 42 10

耐久消費財 75 48 54 20

→元々興味があま
りなくても（Q5で1～
3と回答した方），情

報を与えることで活
用してもらえる可能
性は向上する．



Q7.施策を実施した後の変化の測定
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A) 購入しようと思っている製品やサービスを製造，販売，提供している
企業が，ISO 9001認証を取得しているかどうかの情報を，その場で簡単
にすぐに入手できるようになる．

B) 購入しようと思っている製品やサービスを製造，販売，提供している

企業について，品質に対する具体的な取り組みについての情報が得ら
れるようになる．

C) ISO 9001認証取得している企業とそうでない企業について，製品の
品質やサービスの質の差異などの情報が得られるようになる．

D) 購入しようと思っている製品やサービスを製造，販売，提供している

企業だけでなく，その企業に材料や部品を納入している供給者や，技術
サポートサービス先，業務委託先についてもISO 9001認証の情報を追
跡できるようになる．

E) 購入しようと思っている製品やサービスに関するトラブル情報，消費

者生活センターへの問い合わせ内容，リコール情報などが得られるよう
になる． ©2021 JAB

26%

31%

27%

48%

45%

48%

26%

23%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久
消費財

オンライ
ン

サービス

トラブル情報の入手
以前よりも非常に参考にする 以前よりもある程度参考にする
従来と全く変わらない

27%

24%

20%

43%

48%

48%

30%

27%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久
消費財

オンライ
ン

サービス

トレーザビリティ情報の入手
以前よりも非常に参考にする 以前よりもある程度参考にする
従来と全く変わらない

29%

28%

24%

47%

49%

51%

23%

22%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久
消費財

オンライ
ン

サービス

認証の有無による差異の情報の入手
以前よりも非常に参考にする 以前よりもある程度参考にする
従来と全く変わらない

28%

26%

23%

48%

52%

51%

24%

22%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久
消費財

オンライ
ン

サービス

具体的な取り組みの情報の入手
以前よりも非常に参考にする 以前よりもある程度参考にする
従来と全く変わらない

22%

24%

20%

49%

53%

50%

28%

23%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品

耐久
消費財

オンライ
ン

サービス

認証情報の容易な入手
以前よりも非常に参考にする 以前よりもある程度参考にする
従来と全く変わらない
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• 施策A～Eのいずれも，従来よりも
参考にする割合は70～80%．

• “非常に参考にする”については，
施策B（具体的），施策C（差異），
施策E（トラブル）が若干，回答割
合が高いように見える．

A

C

D

EB
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• 黄色が多く，水色が少な
い施策が好ましい

→施策B（具体的），施策C
（差異），施策E（トラブル）

• なお，食品，耐久消費財
も同様の傾向であった．

容易
Q７

合計
１ ２ ３

Q５

１ 7 2 0 9
２ 13 13 4 30
３ 41 63 14 118
４ 29 61 23 113
５ 1 10 18 29

合計 91 149 59 299

具体的
Q７

合計
１ ２ ３

Q５

１ 8 1 0 9
２ 14 12 4 30
３ 36 61 21 118
４ 21 66 26 113
５ 0 11 18 29

合計 79 151 69 299

差異
Q７

合計
１ ２ ３

Q５

１ 6 3 0 9
２ 15 13 2 30
３ 32 64 22 118
４ 23 62 28 113
５ 0 9 20 29

合計 76 151 72 299

トレー
ザビリ
ティ

Q７
合計

１ ２ ３

Q５

１ 8 1 0 9
２ 15 13 2 30
３ 43 58 17 118
４ 29 63 21 113
５ 1 9 19 29

合計 96 144 59 299

トラブル
Q７

合計
１ ２ ３

Q５

１ 6 2 1 9
２ 14 12 4 30
３ 35 63 20 118
４ 20 58 35 113
５ 1 8 20 29

合計 76 143 80 299

第三者評価の参照度合いと施策後の変化
(オンラインサービス)

©2021 JAB

A

B

C

D

E

従来あまり興味がなかったが活用
しようと考えるようになった回答者

従来から興味があったが，施策の
有効性を見いだせない回答者

活用モデルへの反映

20©2021 JAB

施策B（具体的）施策E（トラブル）施策C（差異）



2. 「労働安全衛生」の価値向上とその実態把握
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労働安全衛生マネジメントシステムの価値の列挙
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労働災害件数の減少
労働管理に関わる法令順守，コンプライ

アンスの向上
労災等による休みに伴う業務非効率性の

向上
労働安全衛生(経営リスク)評
価の簡素化・精度の向上

自身の経営戦略・目標（クリーンな企業に
なる）の達成への貢献

補償費用，保険料の低減 優秀な従業員の確保のしやすさ向上
“人を大事にする”という企業イメージ，

ブランドへの貢献
企業イメージ，ブランドへの

マイナス影響の低減
継続的な改善の促進

労働災害件数の減少
労働管理に関わる法令順守，コンプライ

アンスの向上
労災等による休みに伴う業務非効率性の

向上
継続的な改善の促進

補償費用，保険料の低減 優秀な従業員の確保のしやすさ向上
“人を大事にする”という企業イメージ，

ブランドへの貢献
労働安全衛生(経営リスク)評価

の簡素化・精度の向上
企業イメージ，ブランドへのマ

イナス影響の低減
社会倫理を考慮した消費活動の

実現
安心感の向上

労働安全衛生のレベルの推測精度の向上
苦情や要望の提出

企業価値向上に伴う投資リター
ンの拡大

顧客への説明材料としての活用

労働安全衛生(経営リスク)評価
の簡素化・精度の向上

投資リスクの回避

国⺠(市⺠)の⽀援 経済の活性化 安全で持続可能な社会基盤整備
政策の実施，展開におけるツールとして

の活用
法令順守のチェック，監査機能としての

活用
日本企業の人材確保のための

インフラ整備
労働基準監督官の業務量の低減

労働安全衛生(経営リスク)評価
の簡素化・精度の向上

政策の効果把握の容易性向上
持続可能性に関わる国際的なトレンドに

対する日本の存在感の訴求
「第13次労働災害防止計画」

の目標達成が可能
労働の重要性に対する訴求

業界の活性化 広報活動 業界内の労働災害の低減 業界のイメージの向上

情報収集と意見表明 標準化
労働安全衛生(経営リスク)評価

の簡素化・精度の向上
業界の悪いイメージの払しょく

人材育成を通じた社会貢献、社
会的評価の向上

労働安全衛生(経営リスク)評価
の簡素化・精度の向上

メリット制を設置することによ
る顧客の拡大

普及による収益拡大

普及による収益拡大

安全な労働環境の獲得 所属する企業への安心感の向上 精神的・肉体的健康レベルの維持・向上
ワークライフバランスの充実

（働き方改革）
職場の雰囲気の好転

労働負傷等に至り得る危険源の
認識と適切な対処

労働時における負傷リスクの減少
人権尊重，機会均等の公平な人事評価と

昇進
安全衛生活動への積極的な取

り組み
雰囲気好転によるパフォーマンスの向上

良い製品やサービスの提供

爆発や化学物質漏洩などのリスクを感じない安心な生活の実現

自身の経営戦略・目標（クリーンな企業になる）の達成への貢献

価値

従業員

騒音や有害物質などに起因する病気に罹患するリスクを感じない健康的な

貸出金利の回収

保険商品の販売

認証制度の活性化
認証審査

認証制度の活性化
認定審査

安定した(利益を生み出す)経営

良い製品やサービスの購入

良い製品やサービスの購入

売買収益と配当金の回収

企業の⽀援

人材の育成

本業

良い製品やサービスの提供

安定した(利益を生み出す)経営

良い製品やサービスの提供

安定した(利益を生み出す)経営

良い製品やサービスの提供

企業の⽀援

認証機関

提供組織

供給者

顧客

消費者

大衆

投資家

行政

業界団体

教育機関

銀行，保険会社

認定機関

提供組織

従業員

供給者

投資家

金融機関

本 業 価 値



「提供組織」における価値
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労災保険料の低減
労働災害事故発生に伴う補償，復旧費用の低減
⺠事訴訟対応費用の低減
労災等による休み，生産活動停止に伴う業務非効率性の低減
職場の環境改善（ストレスフリー，働きやすい，働き方改革など）
ブラック企業ではないということの世間・消費者へのアピール
”人を大事にする会社”の企業イメージ向上による優秀な従業員の確保のしやすさ向上
労働管理に関わる法令順守＋αの徹底，コンプライアンスの向上
関連子会社／工場／事業所／拠点への第２者監査機能の代用
法律順守の根拠書類の準備コストの低減

株主・投資家に対する持続可能性への取り組みの根拠として

世間・消費者に対する企業イメージ，ブランドの醸成手段として

供給者の選定／評価の一
つの要素として

（供給者の）労働安全衛生(経営リスク)評価の簡素化・精度の向上

人的コスト・リスクの低
減

従業員による労働生産
性・効率の維持・向上

人材獲得

法令順守の徹底，チェッ
ク機能

外部ステークホルダーへ
の説明責任，透明性確保

の手段

二

「従業員」における価値
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労働負傷等に至り得る危険源の認識と適切な対策
労働時負傷発生時における適切な応急処置
人権における国際的規範・法令への順守，徹底
差別／ハラスメント／強制労働／児童労働の撲滅
人権デューデリジェンス体制の構築
過度な⻑時間労働の抑制，過労死の防止
（人生における各ステージに応じた）多様な働き方への対応
機会均等の公平な人事評価と昇進
セルフメディケーションの意識向上
メンタルヘルスへの対応体制の充実化，体系化
健診受診率の向上／日常生活行動の改善指導(産業医，健保組合等と
の連携を含めて)体制の構築
雰囲気好転によるパフォーマンスの向上
所属する企業への安心感の向上
職場の雰囲気の好転
安全衛生に関する従業員からの提案の積極的な受け入れとその改善
への取り組み

労働環境の安
全性向上

人権尊重

職場の働きや
すさ改善

健康寿命の延
伸

職場における
雰囲気好転／
帰属意識・安
心感の向上



労働安全衛生マネジメントシステムによる
経営への効果の検討
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提供組織 従業員

経営への効果の因果モデル（概略図）
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提供組織

OHSMS導入

安全衛生水準向上 コスト低減

労働安全衛生文化の構築

補償などの支払いリスク
低減

業務パフォーマンス向上

認証取得

イメージ向上

人材確保

ビジネス要件の達成

安定した利益を生み出す
経営

従業員



アンケート調査内容(労働安全衛生)
Q５．労働安全衛生MSの導入当初，意図していた効果

Q６．労働安全衛生MS導入の現在の効果

Q７． 労働安全衛生MS導入の，現状を踏まえて強化したい効果

Q８．「労働衛生水準が向上する」の詳細効果についての，導入当初，意
図していた効果

Q９． 「労働衛生水準が向上する」の詳細効果についての，現在の効果

Q１０． 「労働衛生水準が向上する」の詳細効果についての，現状を踏ま
えて強化したい効果

Q１１．安全衛生活動の効果が意図通りに得られない理由

Q１２．Q10で強化したいと回答した方で，今後実施したいと思っている具
体的な活動

Q１３．労働安全衛生MSの認証（能力証明）の活用状況

Q１４．働き方改革等との関係性

Q１５．認証取得した理由

Q１６．認証取得しない理由
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調査対象の属性①

28

業界は建設業と製造業の割合が高い．企業規模や役職は幅広い．
調査対象者は安全衛生担当者で，かつMS運用している方

0% 50% 100%

1

役職

安全対策の決裁に関与

安全対策の企画や選定に関与

安全対策を実施・運営する立場

安全対策を利用する立場

いずれの立場でもない

0% 50% 100%

1

業界

農業、林業 漁業

鉱業、採石業、砂利採取業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 運輸業、郵便業

卸売業、小売業 金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業 医療、福祉

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く） 分類不能の産業

0% 50% 100%

1

企業規模

０人～１０人 １１人～３０人

３１人～１００人 １０１人～３００人

３０１人～１０００人 １００１人～３０００人

３００１人～１００００人 １０００１人以上

©2021 JAB



調査対象の属性②

29

認証未取得企業が26サンプル，認証取得企業が21サンプル

0 5 10 15 20 25

ＩＳＯ ４５００１／ＪＩＳ Ｑ ４５００１認証

ＪＩＳ Ｑ ４５１００認証

ＯＨＳＡＳ １８００１認証

ＪＩＳＨＡ方式適格ＯＨＳＭＳ認証

ＣＯＨＳＭＳ認証

以前ＩＳＯ ４５００１／ＪＩＳ Ｑ ４５００１認証を取得していたが、現在は取得し…

以前ＪＩＳ Ｑ ４５１００認証を取得していたが、現在は取得していない

以前ＯＨＳＡＳ １８００１認証を取得していたが、現在は取得していない

以前ＪＩＳＨＡ方式適格ＯＨＳＭＳ認証を取得していたが、現在は取得していない

以前ＣＯＨＳＭＳ認証を取得していたが、現在は取得していない

一度も認証を取得したことはない

認証取得有無
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意図していた効果(Q5)と実際の効果(Q6)
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〇全体として，多くの効
果を意図し，それ以上に
効果が出ている．特に，
「①安全衛生水準向上」，
「⑤損害賠償リスク低減」，
「⑧安定した経営実現」，
「⑨イメージ向上」

〇意図したが，思ったよ
うに効果が出ていなかっ
たのは，「⑫保険料減免」
と「⑬人材確保」

〇意図していなかったが，
効果がそれなりに出てい
たのが，「④コスト低減」

1

23

4

5

6

7

8

9

1011

12

13

2.7

2.9

3.1

3.3

3.5

3.7

3.9

2.7 3.2 3.7

実
際

の
効

果

意図していた効果

認証取得企業

1安全衛生水準向上

2プロセス一元化

3安全衛生文化構築

4コスト低減

5損害賠償リスク低減

6業務非効率性低減

7業務パフォーマンス

8安定した経営実現

9イメージ向上

10取引継続/増加

11資金調達継続/増加

12保険料減免

13人材確保

※「分からない」を除いた
５段階評価の平均値



認証取得企業と未取得企業の効果の比較

31

• 全体的に，認証取得企業の方が意図していた効果が多く，実際に高い
効果も得られている（認証の有無以外の要因の影響の可能性あり）．

• 未取得企業において，意図していたが効果が思っていたよりも得られ
なかったのは「②プロセス一元化」，「⑤損害賠償リスク低減」．意図通
りの効果がある程度得られているのが，「①安全衛生水準向上」，「③
安全衛生文化構築」である．

1

23

4

5

6

7

8

9

1011

12

13

2.7

2.9

3.1

3.3

3.5

3.7

3.9

2.7 3.2 3.7

実
際

の
効

果

意図していた効果

認証取得企業

1安全衛生水準向上

2プロセス一元化

3安全衛生文化構築

4コスト低減

5損害賠償リスク低減

6業務非効率性低減

7業務パフォーマンス

8安定した経営実現

9イメージ向上

10取引継続/増加

11資金調達継続/増加

12保険料減免

13人材確保

※「分からない」を除いた
５段階評価の平均値

1

2

3

4
5

6

7
8

2.7

2.9

3.1

3.3

3.5

3.7

3.9

2.7 3.2 3.7

実
際
の

効
果

意図していた効果

認証未取得企業

1安全衛生水準向上

2プロセス一元化

3安全衛生文化構築

4コスト低減

5損害賠償リスク低減

6業務非効率性低減

7業務パフォーマンス

8安定した経営実現

※「分からない」を除いた
５段階評価の平均値
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認証取得企業と未取得企業における各効果の違い
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項目 長さ

①安全衛生水準向上 0.71
②プロセス一元化 0.56
③安全衛生文化構築 0.28
④コスト低減 0.39
⑤損害賠償リスク低減 0.69
⑥業務非効率性低減 0.59
⑦業務パフォーマンス 0.70
⑧安定した経営実現 0.95

• 「⑧安定した経営実現」を始め，「⑤損害賠償リスク低減」，「⑦業務パフォーマ
ンス」など，因果モデルの上側部分（結果系）が大きく伸びている．この部分は，
労働安全衛生の各取り組みによって得られる結果であり、認証取得企業ほど
安全衛生を改善する先まで見据えていることができている．

意図していた効果

実
際
の
効
果



0% 20% 40% 60% 80% 100%

8安定した経営実現

7業務パフォーマンス

6業務非効率性低減

5損害賠償リスク低減

4コスト低減

3安全衛生文化構築

2プロセス一元化

1安全衛生水準向上

認証未取得企業

現状維持 少し強化したい とても強化したい

※「分からない」は除く

Q7.現状を踏まえて強化したい効果

33

• 認証取得企業の方が「少し強化したい」「とても強化したい」が多く，効果をさ
らに得ようとする意識が強い．（取得企業は約75%、未取得企業では約49%）

• 両方ともに，「②プロセス一元化」の効果に取り組もうとしている企業が多い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13人材確保

12保険料減免

11資金調達継続/増加

10取引継続/増加

9イメージ向上

8安定した経営実現

7業務パフォーマンス

6業務非効率性低減

5損害賠償リスク低減

4コスト低減

3安全衛生文化構築

2プロセス一元化

1安全衛生水準向上

認証取得企業

現状維持 少し強化したい とても強化したい

※「分からない」は除く
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労働安全衛生水準の向上の意図した効果(Q8)
と実際の効果(Q9) ※認証取得企業のみ
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〇「②安全衛生教育の
充実」，「③コンプライ
アンス意識」，「⑥安全
衛生意識」など意識の
部分、「⑨従業員から
の改善提案」の体制部
分が特に意図も大きく、
実際に効果を得られて
いる．

〇逆に，意図も効果も
低いのは「⑬長時間労
働の抑制」や「⑮人権
に関する取り組み」な
ど労働衛生に関わるも
のが多い．
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実
際

の
効

果

意図していた効果

認証取得企業
1労使間コミュニケーション

2安全衛生教育の充実

3コンプライアンス意識

4危険源特定と対策

5応急処置

6安全衛生意識

75S活動活性化

8ヒヤリハット報告

9従業員からの改善提案

10死者数減少/維持

11労働損失日数減少/維持

12安全衛生の国際的規範/法令順守

13長時間労働の抑制

14過労死の予防

15人権に関わる取り組み

16多様な働き方の進展

17機会平等の公平な人事評価

18セルフケア意識の向上

19日常生活改善

20メンタルヘルスへの対応

21働きやすい職場環境

22人権の国際的規範/法令順守

23差別の国際的規範/法令順守

24ハラスメントの国際的規範/法令順守

25強制労働の国際的規範/法令順守



0 1 2 3 4 5 6 7

1労使間のコミュニケーションを良好にし、従業員の意見を反映させる

2安全衛生教育を充実させる

3社内のコンプライアンス意識を向上させる

4労働災害に至り得る危険源を認識し、適切な対策が取れるようにする

5労働災害発生時における適切な応急処置がとれるようにする

6従業員の安全衛生に関する意識が向上させる

7５Ｓ活動を活性化させる

8ヒヤリハット報告がもれなく行われるようにする

9従業員からの改善提案が積極的に行われるようにする

10労働災害による死者数を減少または０件を維持する

11労働災害による延べ労働損失日数を減少または０日を維持する

12安全衛生に関する国際的規範・法令の順守を社内に徹底させる

13過度な長時間労働を抑制させる

14従業員の過労死の予防に寄与する

15人権にかかわる悪影響を特定し，防止し，対処するための組織的な取り組みを実施する

16社内で進めている多様な働き方の進展に好影響を与える

17機会均等の公平な人事評価と昇進に寄与する

18従業員のセルフケア意識を向上させる

19生活習慣病の予防を中心とした、運動・栄養などの日常生活の改善を行われるようにする

20メンタルヘルスへの対応体制を体系化し、充実させる

21従業員にとって働きやすい職場環境に改善させる

22人権に関する国際的規範・法令の順守を徹底させる

23人種、性別、ＬＧＢＴ、病人、障がい者などの差別に関する国際的規範・法令の順守を徹底さ…

24ハラスメントに関する国際的規範・法令の順守を徹底させる

25強制労働に関する国際的規範・法令の順守を徹底させる

今後，強化したい施策例(Q12)
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認証取得の理由(Q15)
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「ビジネス要件達成」に関連する効果以外に，「安全衛生水準向上」，
「イメージ改善」を挙げている方が多い．

0 2 4 6 8 10 12

安全衛生水準が向上するから

労災が発生し、安全衛生に関する企業イメージが改善…

安全衛生に関する企業イメージが向上するから［±０…

入社希望者の入社条件を満たし、優秀な人材を確保…

国内企業の調達条件を達成し、取引量を継続／増加…

国外企業の調達条件を達成し、取引量を継続／増加…

行政の入札条件を達成し、取引量を継続／増加でき…

消費者の購買条件を達成し、購買量を継続／増加で…

機関投資家の投資条件を達成し、投資を獲得できるから

銀行の融資条件を達成し、融資を獲得できるから

保険会社の保険料減免条件を達成し、保険料を低減…

その他
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0 2 4 6 8 10 12

労働安全衛生マネジメントシステム認証の要求事項が一般的なので、当社に適用する際に解釈が困難で

あるから

労働安全衛生マネジメントシステム認証の要求事項を満たしていたとしても、安全衛生に関する要求事項

を満たすことに直接的につながらないから

労働安全衛生マネジメントシステム認証の要求事項を満たしていたとしても、顧客または発注者は、当社

の安全衛生面に関する取り組みに関心がないから

製品および製品を製造するプロセスに手いっぱいで安全衛生面の認証取得の考慮までに至らないから

顧客または発注者の労働安全衛生マネジメントシステム認証に対する認知度が低いから

顧客または発注者が労働安全衛生マネジメントシステム認証の認証取得以外の項目を重要視しているか

ら

労働安全衛生マネジメントシステム認証の認証取得を提示することで、優遇されることがないと考えている

から

労働安全衛生マネジメントシステム認証の社内の理解度や取り組みの浸透度が十分でないから

認証取得やその維持のために多くの手間や費用が掛かり、得られる効果に見合っていないから

マネジメントシステムの審査が短く、また、サンプリング方法が偏っているから

審査員の力量に大きな差・ばらつきがあるから

サプライチェーン内の他の企業が労働安全衛生マネジメントシステム認証を導入していないから

その他

認証未取得の理由(Q16)
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• 費用対効果に課題を感じている人が多い．
• 現在のMS認証を超えた内容を顧客及び社会が要求していると考えて
いるか，またはMS認証は枠組み提示のみであり，組織が行う必要が
あるすべての安全・衛生活動に直接的につながらないと考えている．

3. まとめと今後の課題
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まとめと今後の課題①

• 1. 「品質」における活用の活性化の効果把握
• 社会におけるISO 9001活用モデルの明確化

• 消費者・大衆に対するISO 9001の活用向上に焦点

• 購買価格が高く，購買時に品質評価が難しい製品・
サービスでは第三者評価の情報をかなり参照する

• ISO 9001に関する情報提供という施策は有用
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→消費者・大衆に対して，簡単に入手可能な情報提供のあり方を具体化

→製品・サービスの購買時において“賢い”消費者・大衆になるための，
社会として持つべき教育システムの検討と整備

まとめと今後の課題②

• 2. 「労働安全衛生」の価値向上とその実態把握
• 労働安全衛生の価値（とりわけ，提供組織と従業員）の
列挙と，経営への効果の因果モデルの構築

• 因果モデルに基づくアンケート実施

• 認証企業の方が意図した効果が多く，得られた効果も
大きい．未認証企業は費用対効果に課題があると認識
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→MSの取り組みとその認証によって得られる効果（経営への貢献度合
い）の実証と，社会へのわかりやすい伝達

→効果が得られる取り組み内容（ベストプラクティス）の収集と共有の仕
組み構築，そして活用への支援

→調査サンプル数の増加による精緻な分析，提供組織と従業員以外の
ステークホルダーが得られる効果の測定


